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事
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営
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サ
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に
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す
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送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
鈴
木
宗
男
君
提
出
郵
政
三
事
業
民
営
化
後
の
利
用
者
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
等
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁

書

一
に
つ
い
て

平
成
十
八
年
六
月
二
十
八
日
付
け
で
日
本
郵
政
公
社
が
公
表
し
た
「
集
配
拠
点
、
郵
便
貯
金
・
簡
易
生
命
保
険
の
外
務
営

業
拠
点
の
再
編
に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
、
日
本
郵
政
公
社
が
平
成
十
八
年
九
月
か
ら
平
成
十
九
年
七
月
ま
で
の
間
に
集
配
事

務
を
廃
止
し
た
郵
便
局
数
は
、
千
四
十
八
局
と
承
知
し
て
い
る
。

ま
た
、
平
成
十
九
年
十
月
一
日
の
郵
政
民
営
化
以
降
、
郵
便
事
業
株
式
会
社
が
集
配
事
務
を
廃
止
し
た
支
店
及
び
集
配
セ

ン
タ
ー
は
四
か
所
と
承
知
し
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

集
配
事
務
の
廃
止
に
当
た
っ
て
は
、
郵
便
局
自
体
は
引
き
続
き
存
続
さ
せ
る
と
と
も
に
、
地
域
住
民
へ
の
十
分
な
説
明
を

行
い
、
き
め
細
か
い
代
替
施
策
を
行
う
等
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
維
持
を
図
る
べ
く
努
め
て
き
た
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

御
指
摘
の
よ
う
な
機
能
に
関
し
て
は
、
総
務
省
と
し
て
は
、
郵
便
事
業
株
式
会
社
（
支
店
）
と
地
方
公
共
団
体
又
は
各
地

一



方
の
社
会
福
祉
協
議
会
と
の
間
の
協
定
に
基
づ
き
、
過
疎
地
域
に
お
け
る
高
齢
者
へ
の
励
ま
し
の
声
か
け
等
を
行
う
「
ひ
ま

わ
り
サ
ー
ビ
ス
」
の
実
施
状
況
を
把
握
し
て
い
る
が
、
こ
の
サ
ー
ビ
ス
が
郵
政
民
営
化
を
理
由
と
し
て
廃
止
さ
れ
た
事
例
は

な
い
も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

郵
便
貯
金
銀
行
（
郵
政
民
営
化
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
九
十
七
号
）
第
九
十
四
条
に
規
定
す
る
株
式
会
社
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
の
普
通
為
替
、
定
額
小
為
替
、
通
常
払
込
み
の
一
部
、
電
信
払
込
み
、
通
常
現
金
払
、
電
信
現
金
払
の
一
部
、

簡
易
払
の
一
部
及
び
振
替
小
切
手
の
小
切
手
帳
の
発
行
の
料
金
に
つ
い
て
引
上
げ
が
行
わ
れ
る
一
方
、
通
常
払
込
み
の
一
部
、

電
信
振
替
の
一
部
、
電
信
現
金
払
の
一
部
及
び
簡
易
払
の
一
部
に
つ
い
て
は
引
下
げ
が
行
わ
れ
て
い
る
ほ
か
、
今
後
、
証
書

一
枚
ご
と
に
手
数
料
が
必
要
な
定
額
小
為
替
に
つ
い
て
、
利
用
の
多
い
額
の
券
種
を
追
加
し
、
利
用
者
の
証
書
の
購
入
枚
数

を
減
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
実
質
的
な
料
金
の
引
下
げ
を
行
う
予
定
と
聞
い
て
お
り
、
利
用
者
の
利
便
性
に
配
慮
し
て
き
て
い

る
も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

五
に
つ
い
て

郵
政
民
営
化
は
、
資
金
の
流
れ
を
官
か
ら
民
へ
転
換
し
、
資
金
の
よ
り
自
由
な
運
用
を
通
じ
た
経
済
の
活
性
化
を
図
る
こ

二



と
を
期
待
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
政
府
の
財
政
運
営
に
当
た
っ
て
は
、
財
政
構
造
改
革
の
推
進
に
よ
り
国
債
に
対
す
る
信

認
を
確
保
し
つ
つ
、
市
場
の
ニ
ー
ズ
や
動
向
を
十
分
に
踏
ま
え
た
国
債
発
行
を
行
う
と
と
も
に
、
国
債
の
商
品
性
の
多
様
化

を
通
じ
た
国
債
の
保
有
者
層
の
拡
大
を
図
る
こ
と
等
に
よ
り
、
国
債
の
安
定
消
化
の
確
保
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

外
国
資
本
を
含
め
た
買
収
に
対
す
る
防
衛
策
に
つ
い
て
は
、
郵
便
貯
金
銀
行
及
び
郵
便
保
険
会
社
（
郵
政
民
営
化
法
第
百

二
十
六
条
に
規
定
す
る
株
式
会
社
を
い
う
。
）
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
経
営
判
断
に
基
づ
き
、
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法

律
第
八
十
六
号
）
の
規
定
を
活
用
し
て
、
適
切
な
対
応
が
な
さ
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

六
に
つ
い
て

郵
政
民
営
化
は
、
経
営
の
自
主
性
、
創
造
性
及
び
効
率
性
を
高
め
る
と
と
も
に
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
促
進
し
、
多
様

で
良
質
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
通
じ
た
国
民
の
利
便
の
向
上
等
を
図
り
、
国
民
生
活
の
向
上
及
び
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展

に
寄
与
す
る
も
の
と
認
識
し
て
お
り
、
今
後
と
も
、
真
に
国
民
の
利
便
性
の
向
上
が
図
ら
れ
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
。

三


